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（１） 計画策定の目的

（２） 計画策定の視点

   次の４つの視点をもって、計画を策定しました。

①　人口構造変化への対応

   少子高齢化などの状況を十分に踏まえて住環境整備を行う視点

②　住宅ストックの活用

③　地域性を重視した住まい

④　低炭素社会への対応

（３） 施策の目標

目標１ 誰もが暮らしやすい住環境づくり

目標２ 住宅ストックを活用した住環境づくり

目標３ 地域性を活かした住環境づくり

目標４ 環境に配慮した住環境づくり

   住宅分野においても、環境への負荷を逓減し、快適な住環境を形成する視
点

   ４つの計画策定の視点から、次の４項目の目標を定め、住環境に関する施
策を展開します。

１１１１．．．．帯広市住生活基本計画帯広市住生活基本計画帯広市住生活基本計画帯広市住生活基本計画についてについてについてについて

   良質な住宅や公営住宅の長寿命化をはかりながら、既存の住宅ストックを有
効に活用する視点

   市民ニーズに合わせ、本市の持つ地域性を活かした住環境を形成する視点

   本市では、これまでも、地域特性や社会経済情勢の変化に対応した総合的
な住宅施策を推進することを目的として、「帯広市住宅マスタープラン」、「帯広
市住宅マスタープランⅡ」を策定してきました。
   「帯広市住生活基本計画」は、国や北海道の住生活基本計画、住環境を取
り巻く状況変化や、これまでの本市の住宅施策の取り組み状況を踏まえ、住生
活に関する目標や施策などを定め、各種住宅施策を推進するため策定しまし
た。
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（４） 計画期間

（５） 計画の位置づけ

   本計画の計画期間は、平成２６年度から平成３５年度の１０年間です。
   なお、計画期間において、住宅・住環境を取り巻く状況変化に伴う国などの
住宅施策の変更などが生じた場合には、必要に応じて計画の見直しを行いま
す。

   本計画は、北海道が策定した「北海道住生活基本計画」に即するとともに、
「第六期帯広市総合計画」の都市計画部門である「帯広市都市計画マスタープ
ラン」の住宅関連の分野計画に位置づけられます。
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２２２２．．．．帯広市住生活基本計画施策体系帯広市住生活基本計画施策体系帯広市住生活基本計画施策体系帯広市住生活基本計画施策体系

視点

視点視点

視点

3-3　農村地域の住宅・住宅地

の整備

(１)　農村地域における定住促進

(２)　借上市営住宅の維持管理

Ⅳ

　

低

炭

素

社

会

へ

の

対

応

４　環境に配

慮した住環境

づくり

4-1　帯広らしい住宅・住宅地

づくりへの支援

(１)　環境への負荷の少ない住宅づくり

(２)　環境共生型住宅地整備の推進

4-2　環境共生型の公共賃貸住

宅づくり

(１)　北海道環境共生型公共賃貸住宅整備指針等に基づく市営住宅の整備

(２)　帯広型環境共生住宅の建設促進

(３)　公共賃貸住宅への省エネルギー等の導入

Ⅲ

　

地

域

性

を

重

視

し

た

住

ま

い

３　地域性を

活かした住環

境づくり

3-1　住み替えの促進

(１)　住み替えの促進の仕組みづくり

(２)　市営住宅の住み替えの促進

(３)　未利用地の利用促進

3-2　まちなか居住の促進

(１)　まちなかの借上市営住宅の維持管理

(２)　市街地再開発事業及び優良建築物等整備事業の推進

(３)　まちなか居住の連携体制づくり

Ⅱ

　

住

宅

ス

ト

ッ

ク

の

活

用

２　住宅ス

トックを活用

した住環境づ

くり

2-1　安全で安心な住宅の形成

(１)　住宅の耐震化の推進

(２)　空き家対策

2-2　良質な持ち家取得への支

援

(１)　北国にふさわしい住宅の建設促進

2-3　市営住宅の整備・適正管

理

(１)　長寿命化計画の策定による市営住宅の適正な活用の推進

(２)　市営住宅における全面的改善、個別改善の実施

1-3　住情報の提供、相談体制

の整備

(１)　住情報の提供

(２)　住宅相談体制の整備

(３)　民間イベントとの連携

Ⅰ

　

人

口

構

造

変

化

へ

の

対

応

１　誰もが暮

らしやすい住

環境づくり

1-1　快適に暮らせる住宅づく

りの推進

(１)　ユニバーサルデザインアドバイザー制度の推進

(２)　ユニバーサルデザインの融資・助成、普及啓発の推進

(３)　ユニバーサルデザインを取り入れた市営住宅の整備・改善

(４)　コミュニティあふれる共同住宅の整備

1-2　住宅セーフティネットの

形成

(１)　低額所得者向け住宅の確保

(２)　子育て世帯向け住宅の確保

(５)　介護保険制度による住宅改修

(６)　身障者向け市営住宅の確保

目標

目標目標

目標 展開方向

展開方向展開方向

展開方向 主

主主

主な

なな

な施策

施策施策

施策

(３)　子育て環境に配慮した市営住宅の整備

(４)　高齢者向け住宅の確保
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◎ ◎ ◎ ◎ 施策施策施策施策のののの評価評価評価評価

■ 施策の総合評価

AAAA 　施策は順調に進んでいる

BBBB 　施策はある程度進んでいる

CCCC 　施策はあまり進んでいない

DDDD 　施策は進んでいない

  評価する施策が無い

■ 目標別評価

1111 誰もが暮らしやすい住環境づくり

2222 住宅ストックを活用した住環境づくり

3333 地域性を活かした住環境づくり

4444 環境に配慮した住環境づくり

評価
平成30年度 前年度（参考）

施策数 割　合 施策数 割　合

３３３３．．．．帯広市住生活基本計画帯広市住生活基本計画帯広市住生活基本計画帯広市住生活基本計画のののの進捗管理進捗管理進捗管理進捗管理についてについてについてについて

（１） 計画の進捗管理

   計画の進捗管理については、毎年度それぞれの施策について実施状況等を取
りまとめ、進捗管理を行うとともに市のホームページにその内容を公表します。
   なお、施策の実施状況を確認するために、第六期帯広市総合計画や分野計画
で定めている成果指標のうち、住生活に関わる指標を参考としながら進捗管理を
行います。

   施策の評価は、当該年度の事業の取り組みや成果指標などを踏まえながら、
決定しています。

17171717 54.9%54.9%54.9%54.9% 19191919 61.3%61.3%61.3%61.3%

13131313 41.9%41.9%41.9%41.9% 11111111 35.5%35.5%35.5%35.5%

0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

1111 3.2%3.2%3.2%3.2% 1111 3.2%3.2%3.2%3.2%

基本目標 A評価 B評価 C評価 D評価

合計 31313131 100%100%100%100% 31313131

30.8%30.8%30.8%30.8% 61.5%61.5%61.5%61.5% 7.7%7.7%7.7%7.7% ———— 100%100%100%100%

100%100%100%100%

100%100%100%100%

80.0%80.0%80.0%80.0% 20.0%20.0%20.0%20.0% ———— ————

0000 0%0%0%0% 0000 0%0%0%0%

合計

100%100%100%100%60.0%60.0%60.0%60.0% 40.0%40.0%40.0%40.0% ———— ————

100%100%100%100%

25.0%25.0%25.0%25.0% 75.0%75.0%75.0%75.0% ———— ————
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平成30年度

平成30年度平成30年度

平成30年度 平成29年度

平成29年度平成29年度

平成29年度

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A A

AA

A

C

CC

C C

CC

C

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A A

AA

A

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A A

AA

A

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A B

BB

B

A

AA

A A

AA

A

A

AA

A A

AA

A

A

AA

A A

AA

A

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A A

AA

A

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A A

AA

A

B

BB

B B

BB

B

B

BB

B B

BB

B

A

AA

A A

AA

A

A

AA

A A

AA

A

A

AA

A A

AA

A

4

環

境

に

配

慮

し

た

住

環

境

づ

く

り

基本

基本基本

基本

目標

目標目標

目標

1

誰

も

が

暮

ら

し

や

す

い

住

環

境

づ

く

り

2

住

宅

ス

ト

ッ

ク

を

活

用

し

た

住

環

境

づ

く

り

3

地

域

性

を

活

か

し

た

住

環

境

づ

く

り

（２） 施策の評価一覧表

展開方向

展開方向展開方向

展開方向 主

主主

主な

なな

な施策

施策施策

施策

施策

施策施策

施策の

のの

の評価

評価評価

評価

1-1　快適に暮らせる住

宅づくりの推進

(１)　ユニバーサルデザインアドバイザー制度の推進

(２)　ユニバーサルデザインの融資・助成、普及啓発の推進

(３)　ユニバーサルデザインを取り入れた市営住宅の整備・改善

(４)　コミュニティあふれる共同住宅の整備

1-3　住情報の提供、相

談体制の整備

(１)　住情報の提供

(４)　高齢者向け住宅の確保

(５)　介護保険制度による住宅改修

(６)　身障者向け市営住宅の確保

2-3　市営住宅の整備・

適正管理

(１)　長寿命化計画の策定による市営住宅の適正な活用の推進

(２)　市営住宅における全面的改善、個別改善の実施

(２)　住宅相談体制の整備

(３)　民間イベントとの連携

2-2　良質な持ち家取得

への支援

(１)　北国にふさわしい住宅の建設促進

2-1　安全で安心な住宅

の形成

1-2　住宅セーフティ

ネットの形成

(１)　低額所得者向け住宅の確保

(２)　子育て世帯向け住宅の確保

(３)　子育て環境に配慮した市営住宅の整備

(１)　住宅の耐震化の推進

(２)　空き家対策

3-2　まちなか居住の促

進

(１)　まちなかの借上市営住宅の維持管理

(２)　市街地再開発事業及び優良建築物等整備事業の推進

(３)　まちなか居住の連携体制づくり

3-1　住み替えの促進

(１)　住み替えの促進の仕組みづくり

(２)　市営住宅の住み替えの促進

(３)　未利用地の利用促進

4-2　環境共生型の公共

賃貸住宅づくり

(１)　北海道環境共生型公共賃貸住宅整備指針等に基づく市営住宅の整備

(２)　帯広型環境共生住宅の建設促進

(３)　公共賃貸住宅への省エネルギー等の導入

(１)　農村地域における定住促進

(２)　借上市営住宅の維持管理

4-1　帯広らしい住宅・

住宅地づくりへの支援

(１)　環境への負荷の少ない住宅づくり

(２)　環境共生型住宅地整備の推進

3-3　農村地域の住宅・

住宅地の整備
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（３）
成果指標の実績値

基準値(H19）

目標値（H31） H25 H26 H27 H28 H29

83.0 87.0 87.5 88.2 88.7 89.2

90.0 88.0 89.0 90.0 90.0 90.0

2,851 2,785 2,755 2,779 2,767 2,765

3,100

(H30)

— — — — —

10.38 7.20 7.21 7.18 4.84 4.84

1.36 7.97 7.94 5.62 5.26 2.89

37.1 52.2 53.2 55.2 64.0 64.0

65.0 50.0 52.5 55.0 57.5 60.0

234

(H17-H19)

272 310 294 530 365

370 234 284 284 284 284

57

(H17-H19)

62 62 57 48 46

57 57 57 57 57 57

179 249 262 262 270 274

307 245 256 266 276 287

注 「街なか居住人口」の目標値については、「第２期帯広市中心市街地活性化基本計画」に定めている

数値目標で、実績値は各年3月末の数値であります。

住宅の耐震化 ％

街なか居住人口 人

第六期帯広市総合計画や分野計画で定めている住生活に関わる

成果指標 単位

実績値（上段）・目標値(下段)

老朽化した市営住宅の

割合

％

住宅1万戸当りのUD住

宅に係る建設資金等の

貸付・補助利用戸数

戸

ＵＤに関する講座等への

参加者数

人

ＵＤアドバイザーの相談

件数

件

高齢者及び身障者に対

応した市営住宅等の割

合

％
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ 誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 建築指導課

展開方向

１－１快適に暮らせる住宅づくりの推進

主な施策 (１)　ユニバーサルデザインアドバイザー制度の推進

■施策の展開方向

  高齢社会を迎え、住生活分野においては、建物のバリアフリー化などがすすめられており、誰も

が暮らしやすい住環境づくりの上では、ユニバーサルデザインの考え方に基づく住環境の整備が

重要となります。

  民間の住宅においても、ユニバーサルデザイン仕様の住宅建設が行われています。本市では、

平成１１年度からユニバーサルデザインのアドバイザー制度、住宅改造資金補助や建設資金貸付

制度等を創設し、住宅のユニバーサルデザイン化の普及をすすめてきました。

  また、独立性と共用スペースを組み込んだコレクティブ住宅について、民間団体が中心となって

ワークショップ等を実施しています。

  今後も、子どもから高齢者まで、誰もが快適に暮らすことができるよう住宅づくりをすすめます。

■推進する施策

　住宅のユニバーサルデザイン化を支援するため、専門家による技術的相談や融資・補助制度な

ど、ユニバーサルデザインに関わる市民からの相談に対応しています。

  これまでの相談事例などを踏まえ、それぞれの住宅状況等に適したアドバイスなど市民ニーズに

対応するとともに、ユニバーサルデザイン住宅の一層の普及啓発のため、制度の周知をはかりま

す。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・ユニバーサルデザインアドバイザーの相談回数　25回（毎月第2・4水曜日、きた住まいるフェア）

・ユニバーサルデザインアドバイザーの現地調査回数　17回

２．施策の評価

　現地調査回数は前年度比2回減少しましたが、定期開催の相談会のほか、住宅関係イベントでの

相談会も実施し、制度の周知は進んでいます。

施策をある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

　引続き広報やパンフレット及び住宅関連イベント等で制度の周知に努め、ユニバーサルデザイン

住宅相談制度の利用促進をはかります。

４．第六期帯広市総合計画等に定めている住生活に関わる成果指標

成果指標 単位

基準値(H19）

各年度実績値（上段）・目標値(下段)

目標値（H31）

H25 H26

ＵＤアドバイザーの相談件数 件

57 62 62

57 57 57

H27
H28 H29

57

５．成果指標の実績値に対する考え方

　UDアドバイザーの相談件数は前年と比べ2件減の46件でした。民間によるUDに関する相談機会

の充実が要因と考えます。

48 46

57 57 57
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 建築指導課・企画課

展開方向

１－１快適に暮らせる住宅づくりの推進

主な施策 (2)　ユニバーサルデザインの融資・助成、普及啓発の推進

■施策の展開方向

  高齢社会を迎え、住生活分野においては、建物のバリアフリー化などがすすめられており、誰も

が暮らしやすい住環境づくりの上では、ユニバーサルデザインの考え方に基づく住環境の整備が

重要となります。

  民間の住宅においても、ユニバーサルデザイン仕様の住宅建設が行われています。本市では、

平成１１年度からユニバーサルデザインのアドバイザー制度、住宅改造資金補助や建設資金貸付

制度等を創設し、住宅のユニバーサルデザイン化の普及をすすめてきました。

  また、独立性と共用スペースを組み込んだコレクティブ住宅について、民間団体が中心となって

ワークショップ等を実施しています。

  今後も、子どもから高齢者まで、誰もが快適に暮らすことができるよう住宅づくりをすすめます。

■推進する施策

  ユニバーサルデザイン住宅改造資金補助や建設資金貸付制度の実施のほか、子ども向けの「ユ

ニバーサルデザイン教室」、市民向けの「ふれあい市政講座」を開催しており、引き続き、こうした事

業を実施し、ユニバーサルデザインの普及啓発をはかります。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・ユニバーサルデザイン住宅補助金（改造）　26件

・ユニバーサルデザイン住宅補助金（新築・増改築）　0件

・ユニバーサルデザイン講座　　開催数：10回　　参加者：365名

２．施策の評価

　ユニバーサルデザイン住宅改造補助金は昨年度比9件減、支援方法を貸付から補助に見直した

新築・増改築は申請がありませんでしたが、ユニバーサルデザイン講座の実施やホームページで

の情報発信などを通じて、誰もが思いやりのこころを持って行動する「こころのユニバーサルデザイ

ン」を推進し、意識啓発をはかってきており、施策全体としては、ある程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

　ユニバーサルデザインの普及について、引き続き庁内外と連携し、より効果的・効率的な周知に

努めます。特に、平成29年度に支援方法の見直しを行なった新築・増改築補助金は、十分周知さ

れていないことが課題となっているため、引続き広報やパンフレット及び住宅関連イベント等で制度

の周知に努めます。

４．第六期帯広市総合計画等に定めている住生活に関わる成果指標

成果指標 単位

基準値(H19）

各年度実績値（上段）・目標値(下段)

目標値（H31）

H25 H26 H27 H28 H29

ＵＤに関する講座等への参加者数 人

234 272 310 294 530 365

370 234 284 284 284 284

成果指標 単位

基準値(H19）

各年度実績値（上段）・目標値(下段)

目標値（H31）

H25 H26 H27 H28 H29

266 276 287

住宅1万戸当たりの貸付・補助利用戸数

戸

179 249 262

５．成果指標の実績値に対する考え方

　「ＵＤに関する講座等への参加者数」は、目標値を達成しています。新たに大正ふれあいまつりに

おいて周知啓発を行うなど、庁内外と連携し、開催機会の拡大に努めたことが要因と考えます。

　「住宅1万戸当たりの貸付・補助利用戸数」は、前年度に比べ4戸増加したものの目標値を下回り

ました。改造補助金が定着する一方で、平成29年度に見直した新築・増改築に対する補助制度が

十分に周知されていないことが要因と考えます。

262 270 274

307 245 256
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ 誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向

１－１快適に暮らせる住宅づくりの推進

主な施策 (３)　ユニバーサルデザインを取り入れた市営住宅の整備・改善

■施策の展開方向

  高齢社会を迎え、住生活分野においては、建物のバリアフリー化などがすすめられており、誰も

が暮らしやすい住環境づくりの上では、ユニバーサルデザインの考え方に基づく住環境の整備が

重要となります。

  民間の住宅においても、ユニバーサルデザイン仕様の住宅建設が行われています。本市では、

平成１１年度からユニバーサルデザインのアドバイザー制度、住宅改造資金補助や建設資金貸付

制度等を創設し、住宅のユニバーサルデザイン化の普及をすすめてきました。

  また、独立性と共用スペースを組み込んだコレクティブ住宅について、民間団体が中心となって

ワークショップ等を実施しています。

  今後も、子どもから高齢者まで、誰もが快適に暮らすことができるよう住宅づくりをすすめます。

■推進する施策

  市営住宅の建替えにあたっては、「帯広市公営住宅等整備方針」の基準に沿った整備を行って

いますが、高齢者に対応するため「住宅の品質の確保の促進等に関する法律(品確法)」や「帯広市

ユニバーサルデザイン公営住宅整備方針」に基づいた整備を引き続きすすめます。

  また、介護世帯の増加や世帯人数の変化等に対応し、入居者の使用実態に合せて部屋の仕切

などを変えることのできる可変性のある間取りを引き続き導入していきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

H25 H26

・平成29年度福祉対応工事実施戸数　0戸

２．施策の評価

　市営住宅の整備にあたっては、福祉対応の個別改善工事においては「帯広市ユニバーサルデザ

イン公営住宅整備方針」に基づき、高齢者や障害のある方すべての人に使いやすく暮らせるすまい

として整備を進めています。平成29年度の実績は無いですが、帯広市市営住宅等長寿命化計画に

則り着実に整備を行い、施策は順調に推移しています。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向

53.2 55.2

　高齢社会にあたり、今後も引き続き「帯広市ユニバーサルデザイン公営住宅整備方針」に基づ

き、介護世帯の増加や世帯人数の変化など入居者の使用実態に配慮した市営住宅の整備を進め

ます。

４．第六期帯広市総合計画等に定めている住生活に関わる成果指標

成果指標 単位

基準値(H19）

各年度実績値（上段）・目標値(下段)

目標値（H31）

57.5 60.0

H27 H28 H29

高齢者及び障害者に対応した

市営住宅等の割合

％

37.1 52.2

５．成果指標の実績値に対する考え方

　「高齢者及び障害者に対応した市営住宅等の割合」は、前年度と同じであり、目標値を上回りまし

た。これは、「帯広市市営住宅等長寿命化計画」に基づく整備を着実に実施したことが要因と考えま

す。

64.0 64.0

65.0 50.0 52.5 55.0
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向

１－１快適に暮らせる住宅づくりの推進

主な施策 (４)　コミュニティあふれる共同住宅の整備

■施策の展開方向

  高齢社会を迎え、住生活分野においては、建物のバリアフリー化などがすすめられており、誰も

が暮らしやすい住環境づくりの上では、ユニバーサルデザインの考え方に基づく住環境の整備が

重要となります。

  民間の住宅においても、ユニバーサルデザイン仕様の住宅建設が行われています。本市では、

平成１１年度からユニバーサルデザインのアドバイザー制度、住宅改造資金補助や建設資金貸付

制度等を創設し、住宅のユニバーサルデザイン化の普及をすすめてきました。

  また、独立性と共用スペースを組み込んだコレクティブ住宅について、民間団体が中心となって

ワークショップ等を実施しています。

  今後も、子どもから高齢者まで、誰もが快適に暮らすことができるよう住宅づくりをすすめます。

■推進する施策

  独立性のある個人の住戸の整備に加え、食事などの生活共用スペースを有し、入居者の自由を

尊重し、気心の知れた仲間同士が助け合いながら一緒に住むことで、コミュニティのある暮らし方

ができる共同住宅の整備について今後の状況をみながら検討します。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　コミュニティのある暮らし方ができる共同住宅については、高齢者世帯向け地域優良賃貸住宅の

供給を今後も進めるとともに、そのほかコレクティブ住宅等については、民間事業者等の動向を注

視し、市民ニーズを把握していきます。

・高齢者世帯向け地域優良賃貸住宅整備費補助  20戸  (平成29年度整備・平成30年度供用開始

分)

２．施策の評価

　コミュニティのある暮らし方ができる共同住宅については、形態は異なりますが、食事などの生活

共有スペースがある共同住宅として高齢者世帯向け地域優良賃貸住宅の整備を進めています。

平成29年度においては、20戸の整備を行いました。

　なお、施策の目的であるコレクティブ住宅等の整備についての検討は進んではいません。

施策はあまり進んでいない C

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ 誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 １－２住宅セーフティネットの形成

主な施策 (１)　低額所得者向け住宅の確保

■施策の展開方向

  公営住宅は、低額所得者を対象として、子育て世帯、高齢者世帯、障がい者世帯など、民間の

賃貸住宅に入居することが困難な世帯に対し、住宅を確保する役割を担っています。

  また、平成２３年度から、国の「地域優良賃貸住宅制度」を活用して、民間事業者による子育て

世帯や高齢者世帯を対象とした賃貸住宅の整備を行っています。

  今後も、公営住宅への低額所得者の入居をすすめるとともに、公営住宅を補完する地域優良

賃貸住宅の整備にも取り組みながら、住宅のセーフティネットの形成をはかります。

■推進する施策

　公営住宅法では、公営住宅は基本的に低額所得者などの住宅困窮者に提供することを目的とし

ています。このため、高額所得者や収入超過者については、特別な事情がない限り、転居してい

ただくよう取り組んでいきます。

  また、中堅所得者向けの特定公共賃貸住宅については、これまでも低額所得者向けに用途変更

を行ってきていますが、収入超過者や高額所得者の移転先の受け皿としての役割のほか、民間

賃貸住宅が少ない農村部においては、賃貸住宅を補完する役割を担っていることから、こうした状

況に十分に配慮しながら用途変更について検討します。

  さらに、住宅に困窮する世帯が入居できるよう優遇措置の基準など、選考方法の見直しをすすめ

ます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・収入超過者や高額所得者に対する文書通知、面談等の実施

２．施策の評価

　収入超過者に対しては、文書、電話、面会等により転居していただくよう要請するとともに、高額

所得者に対しては、明け渡し要請を行い、本来の目的である低額所得者等に供給するよう取り組

んでおりますが、全てを対処するには至っておりません。また、特定公共賃貸住宅に数戸の空家

があるものの平成29年度については、市民のニーズ等も考慮し用途変更は実施しませんでした。

　なお、これまでの施策の実施状況を総合的に見ると、施策はある程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

　高額所得者については、引き続き面談等により明け渡しの要請を行うとともに、訴訟も含めた対

応も検討していきます。

４．中堅所得者向けの特定公共賃貸住宅及び３ＬＤＫの戸数の推移

年度

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

中堅所得者向け戸数

55 46 38 35 28 28 22 20 20 20

３ＬＤＫ戸数 14 13 10 10 6

　特定公共賃貸住宅は、現在数戸の空家もありますが、収入超過者などの住替え住宅としての活

用もあることから、様々な状況を考慮しながら用途変更については、慎重に対応していきます。

6 5 3 5 5

５．上記戸数の実績値に対する考え方
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 １－２住宅セーフティネットの形成

主な施策 (２)　子育て世帯向け住宅の確保

■施策の展開方向

　公営住宅は、低額所得者を対象として、子育て世帯、高齢者世帯、障がい者世帯など、民間の

賃貸住宅に入居することが困難な世帯に対し、住宅を確保する役割を担っています。

  また、平成２３年度から、国の「地域優良賃貸住宅制度」を活用して、民間事業者による子育て

世帯や高齢者世帯を対象とした賃貸住宅の整備を行っています。

  今後も、公営住宅への低額所得者の入居をすすめるとともに、公営住宅を補完する地域優良

賃貸住宅の整備にも取り組みながら、住宅のセーフティネットの形成をはかります。

■推進する施策

  子育て世帯向けの住宅については、根強い市民ニーズがあることから、市営住宅の建替えなど

により子育て支援につながる間取りの供給を増やすように努めるとともに、可変間仕切りの採用

や防音対策など、子育て世帯が暮らしやすい住宅の環境づくりについて検討します。

  また、民間事業者を活用した子育て世帯向けの地域優良賃貸住宅の整備をすすめます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　今後も少子化などの状況を十分踏まえ、子育て支援につながる住宅の確保に努めます。

・子育て世帯向け地域優良賃貸住宅の供用開始　10戸 （平成29年4月）

・子育て世帯向け地域優良賃貸住宅の整備事業者募集　20戸 (平成30年度整備・平成31年度供

用開始分)

２．施策の評価

　民間事業者を活用した子育て世帯向け地域優良賃貸住宅は、新たに10戸供用開始し、また、20

戸の新規建設事業者を募集しました。(平成31年4月供用開始)

　総体的に整備計画より多少の遅れはあるものの施策はある程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 １－２住宅セーフティネットの形成

主な施策 (３)　子育て環境に配慮した市営住宅の整備

■施策の展開方向

  公営住宅は、低額所得者を対象として、子育て世帯、高齢者世帯、障がい者世帯など、民間の

賃貸住宅に入居することが困難な世帯に対し、住宅を確保する役割を担っています。

  また、平成２３年度から、国の「地域優良賃貸住宅制度」を活用して、民間事業者による子育て

世帯や高齢者世帯を対象とした賃貸住宅の整備を行っています。

  今後も、公営住宅への低額所得者の入居をすすめるとともに、公営住宅を補完する地域優良

賃貸住宅の整備にも取り組みながら、住宅のセーフティネットの形成をはかります。

■推進する施策

　大空団地や柏林台団地等の大規模公営住宅団地の建替えでは、子育て世帯が安心して子育

てができるよう、団地内の保育所の立地状況に配慮しながら整備をすすめてきました。

  今後も、戸数が１００戸以上の大規模団地においては、保育所の立地状況を踏まえ、建替えなど

を行っていきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　今後も大規模団地においては、保育所等の立地状況を踏まえ、市営住宅の整備を進めていきま

す。

・大空団地市営住宅3街区建替事業(空3・4号棟)2棟の建替工事（1年目）

２．施策の評価

　大空団地には、森の子保育園が立地しており、市営住宅の2街区並びに3街区が近接している

状況にあります。平成29年度は、3街区内の現地建替工事（1年目）を実施しました。

　建替事業に伴い当施策は順調に進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向

13



平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 １－２住宅セーフティネットの形成

主な施策 (４)　高齢者向け住宅の確保

■施策の展開方向

  公営住宅は、低額所得者を対象として、子育て世帯、高齢者世帯、障がい者世帯など、民間の

賃貸住宅に入居することが困難な世帯に対し、住宅を確保する役割を担っています。

  また、平成２３年度から、国の「地域優良賃貸住宅制度」を活用して、民間事業者による子育て

世帯や高齢者世帯を対象とした賃貸住宅の整備を行っています。

  今後も、公営住宅への低額所得者の入居をすすめるとともに、公営住宅を補完する地域優良

賃貸住宅の整備にも取り組みながら、住宅のセーフティネットの形成をはかります。

■推進する施策

　平成１７年度から２６戸の高齢者向け優良賃貸住宅を供用していますが、今後も本市の地域

優良賃貸住宅制度を活用し、民間事業者による高齢者世帯向けの地域優良賃貸住宅の整備を

すすめます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　高齢者世帯向け地域優良賃貸住宅については、サービス付き高齢者向け住宅の登録が必要で

あるが、帯広市内には、民間事業者が運営しているサービス付き高齢者向け住宅が点在している

ことから、供給のバランスを考慮するとともに、他の制度の活用も検討していく必要があります。

・高齢者世帯向け地域優良賃貸住宅整備費補助  20戸  (平成29年度整備・平成30年度供用開始

分)

２．施策の評価

　民間事業者を活用した高齢者世帯向け地域優良賃貸住宅は、新たに20戸整備しました。（平成

30年4月供用開始）　社会資本整備総合交付金の配分減などにより多少の遅れはあるものの、施

策はある程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 介護保険課

展開方向 １－２住宅セーフティネットの形成

主な施策 (５)　介護保険制度による住宅改修

■施策の展開方向

  公営住宅は、低額所得者を対象として、子育て世帯、高齢者世帯、障がい者世帯など、民間の

賃貸住宅に入居することが困難な世帯に対し、住宅を確保する役割を担っています。

  また、平成２３年度から、国の「地域優良賃貸住宅制度」を活用して、民間事業者による子育て

世帯や高齢者世帯を対象とした賃貸住宅の整備を行っています。

  今後も、公営住宅への低額所得者の入居をすすめるとともに、公営住宅を補完する地域優良

賃貸住宅の整備にも取り組みながら、住宅のセーフティネットの形成をはかります。

■推進する施策

  介護保険では、要支援・要介護の認定を受けた方が小規模な住宅改修を行った場合、その費用

の９割を負担(住宅改修の限度額は原則として１人２０万円で支給額は９割の１８万円)しており、今

後も、介護の必要な世帯が見込まれることから制度の運用による住宅改修を引続き行っていきま

す。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・住宅改修申請人数　697人（うち要介護1以下の比較的介護度の軽い認定者の申請：463人

66％）

※住宅改修内訳　「手すりの設置：657件」「段差の解消：60件」「滑りの防止、移動の円滑化による

床、通路の材質変更：24件」「引き戸等への扉の取替え：28件」「便器の取替え等：5件」

※H27.8に負担割合の改定があり、H29年度は8割～9割の負担（16万円～18万円の支給額）となっ

ている。

２．施策の評価

　住宅改修を利用することにより、転倒などの日常生活の不安を解消し、住みなれた住宅で安心し

て自立生活を過ごせるようになっています。

　また、同時に介護する家族の方の負担も解消されています。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

今後も安心して在宅生活が送れるよう、要介護認定者への制度の周知に努めていきます。

４．介護保険による住宅改修実績

年度

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

改修件数 504 506 623 577 583 728 690 685 642 697

５．上記住宅改修の実績値に対する考え方

　現物給付式（受領委任払式）を取り入れていることや、周知が進み住宅改修が身近な制度になっ

ていることから、改修件数は安定してきています。高齢化による要介護認定者の増加に伴い、今後

もある程度の改修件数が見込まれます。
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 １－２住宅セーフティネットの形成

主な施策 (６)　身障者向け市営住宅の確保

■施策の展開方向

  公営住宅は、低額所得者を対象として、子育て世帯、高齢者世帯、障がい者世帯など、民間の

賃貸住宅に入居することが困難な世帯に対し、住宅を確保する役割を担っています。

  また、平成２３年度から、国の「地域優良賃貸住宅制度」を活用して、民間事業者による子育て

世帯や高齢者世帯を対象とした賃貸住宅の整備を行っています。

  今後も、公営住宅への低額所得者の入居をすすめるとともに、公営住宅を補完する地域優良

賃貸住宅の整備にも取り組みながら、住宅のセーフティネットの形成をはかります。

■推進する施策

  市営住宅においては、身障者(車椅子専用)　住戸をこれまで３９戸整備してきていますが、今後

も、需要等を勘案しつつ整備をすすめていきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・平成29年度新規整備戸数  0戸

２．施策の評価

　身障者向け市営住宅については、各団地の建替え等に伴い需要等を勘案し、計画どおり整備を

進めていおり、施策は順調に進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向

　今後も、未整備の団地については、建替え等に伴い需要等を勘案して整備を進めていきます。

４．市営住宅における身障者（車椅子専用）の入居の推移

年度

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

管理戸数 39 39 39 39 39 39 39 41 41 41

入居者数 38 39 39 36 38

　身障者向け市営住宅は、現在まで41戸整備し、平成29年度末時点で8戸の空き家となっていま

す。これまでほぼ入居しており需要に対応していると考えます。

35 38 39 36 33

５．上記入居者数の実績値に対する考え方
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 建築指導課

展開方向

１－３住情報の提供、相談体制の整備

主な施策 (１)　住情報の提供

■施策の展開方向

　住宅は、市民生活の基盤となるものでありますが、年数の経過とともに家族構成や居住形態も

変化します。また、住宅の所有形態も持ち家や賃貸、建物形態も一戸建てやアパート、マンション

など様々な形態があります。

  成熟社会を迎える中、住まいに対する市民ニーズの多様化や、高齢者が広い住宅に少人数で

暮らし、子育て世代が狭い住宅に暮らすといった、住宅と世帯のミスマッチも起きています。

  こうした状況に対応し、個々の市民ニーズに合わせ、安心して住める環境づくりのため、住まいに

関する総合的な情報の提供や相談体制の充実などに取り組みます。

■推進する施策

  一般財団法人北海道建築指導センターでは、住まいに関する様々な制度情報や、住宅に関する

諸課題についての情報がホームページで提供されており、これらの情報の活用をはじめ、関係団

体との連携による情報提供などにより、市民が必要とする住情報の提供に取り組みます。

  また、北海道では、検査技術者登録制度やリフォーム等の履歴保全などにより、既存住宅の流

通を促進する取り組みを「北海道住生活基本計画」で示しており、本市においても、今後、こうした

取り組みなどの情報収集をすすめます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　住宅に関する問題は多岐の分野にわたることから、各分野の専門家と連携し、相談者がワンス

トップで問題解決ができる「住まいのワンストップ相談窓口」を平成29年4月に開設し、25件の相談

に対応しました。広報等により幅広く周知していくとともに、空家等を含めた情報提供については、

関係団体と連携を行いながら、より充実した内容の提供と活用の周知に努めます。

・「住まいの総合相談窓口」において、住宅関係団体等の協力を得ながら、住まいに関する情報の

提供、専門相談機関の紹介など、情報提供を主とした居住支援を実施

・住まいに関する情報を帯広市ホームページに掲載

・住まいに関する情報を集約したパンフレット「住まいの情報」を作成・配布

２．施策の評価

　建築指導課に窓口を一本化したことにより、「市HP内住宅関連情報アクセス数」及び「住まいの

情報パンフレット配布数」が前年度に比べ増加しました。「住まいの総合相談窓口の利用件数」に

ついては前年度を下回っています。情報提供の場として一部浸透していない状況がありますが、全

体として施策はある程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 建築指導課

展開方向

１－３住情報の提供、相談体制の整備

主な施策 (２)　住宅相談体制の整備

■施策の展開方向

   住宅は、市民生活の基盤となるものでありますが、年数の経過とともに家族構成や居住形態も変化

します。また、住宅の所有形態も持ち家や賃貸、建物形態も一戸建てやアパート、マンションなど様々

な形態があります。

   成熟社会を迎える中、住まいに対する市民ニーズの多様化や、高齢者が広い住宅に少人数で暮ら

し、子育て世代が狭い住宅に暮らすといった、住宅と世帯のミスマッチも起きています。

   こうした状況に対応し、個々の市民ニーズに合わせ、安心して住める環境づくりのため、住まいに関

する総合的な情報の提供や相談体制の充実などに取り組みます。

■推進する施策

　 ユニバーサルデザイン住宅や住宅の耐震化などに関する相談を行っていますが、今後、住宅リ

フォーム、中古住宅、融資などの様々な情報収集を行いながら、北海道等の行政機関や関係団体な

どとの連携をはかり、市民の住宅に関する様々な相談に応じる総合的な住宅相談窓口体制づくりを

すすめます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・「住まいの総合相談窓口」において、住宅関係団体等の協力を得ながら、住まいに関する情報の提

供、専門相談機関の紹介など、情報提供を主とした居住支援を実施

・住まいに関する情報を帯広市ホームページに掲載

・住まいに関する情報を集約したパンフレット「住まいの情報」を作成・配布

２．施策の評価

　「住まいの総合相談窓口」を建築指導課に一本化したほか、住まいのワンストップ相談窓口を実施し

たことで様々な相談に応じており、施策は順調に進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向

　窓口をより活用してもらえるよう広報などにより幅広く周知していくとともに、関係団体と連携した「住

まいのワンストップ相談窓口」を実施し、より専門的な相談に対しても対応していきます。

４．住宅に関する相談件数の推移

項目 H24 H25 H26 H27 H28 H29

7 11

住宅の支援制度に関する相談 254 234 163 171 442

2 0 3 0

340

住宅情報に関する相談 15 7 7 15

0

住宅のトラブルに関する相談 9 12 3 2 19 9

住宅の計画・設計・施工に関する相談 0

19

５．上記相談件数の実績値に対する考え方

　「住まいの総合相談窓口」を建築指導課で一本化したことにより、H28年度に住宅の支援制度に関

する相談が増加しました。H29年度も一定の相談件数はありましたが、今後も周知に努めます。

その他 0 0 0 0 22
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅰ
誰もが暮らしやすい住環境づくり

主な関係課 建築指導課

展開方向

１－３住情報の提供、相談体制の整備

主な施策 (３)　民間イベントとの連携

■施策の展開方向

　住宅は、市民生活の基盤となるものでありますが、年数の経過とともに家族構成や居住形態も

変化します。　また、住宅の所有形態も持ち家や賃貸、建物形態も一戸建てやアパート、マンション

など様々な形態があります。

  成熟社会を迎える中、住まいに対する市民ニーズの多様化や、高齢者が広い住宅に少人数で暮

らし、子育て世代が狭い住宅に暮らすといった、住宅と世帯のミスマッチも起きています。

  こうした状況に対応し、個々の市民ニーズに合わせ、安心して住める環境づくりのため、住まいに

関する総合的な情報の提供や相談体制の充実などに取り組みます。

■推進する施策

　民間主体の住宅に関するイベントが開催されており、本市においても耐震相談などのコーナーを

設け、住宅に関する相談を行っています。　今後も、住宅フェアなどの民間イベントと連携して、住

情報の提供や相談業務を行います。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　住宅関連イベントのほか、弁護士や建築士、税理士等の10士業が合同で開催する「くらしのよろ

ず相談会」において、住まいの総合相談窓口を設置するなど、その他の民間イベントとの連携を

図っていきます。

・不動産関連団体が開催する住宅関連イベントにおいて、住まいの総合相談窓口を設置し住まい

に関する情報提供や相談対応の実施

２．施策の評価

　住宅関連イベントで住まいの総合相談窓口を設置し、住まいに関する情報提供や相談対応を

行っており、施策はある程度進んでいると考えております。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅱ

住宅ストックを活用した住環境づくり

主な関係課 建築指導課

展開方向 ２－１安心で安全な住宅の形成

主な施策 (１)　住宅の耐震化の推進

■施策の展開方向

　東日本大震災や阪神淡路大震災など大きな地震が発生する我が国においては、住宅の耐震性を向上

させ、安全で安心な住宅ストックの形成をはかることが必要です。

  また、市街地などでは、空き家となっている住宅が増加しており、住宅ストックとしての活用や老朽して

いる空き家対策に取り組む必要があります。

■推進する施策

　本市の住宅耐震化率は、平成２４年度末で８６．３％となっており、建物更新により耐震化率は緩やか

ながら増えてきています。

　これまで耐震診断・耐震改修補助制度や耐震改修資金貸付制度、リフォーム資金貸付制度を平成２０

年度に創設するとともに、平成２３年度からは無料耐震簡易診断を実施し、住宅の耐震化に対する意識

啓発をはかってきました。

  今後も、制度による支援や耐震化に関する周知などに引き続き取り組み、住宅の耐震化を促進しま

す。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・木造住宅無料耐震簡易診断74件

・木造住宅耐震診断、耐震改修、建替え補助制度

　　耐震診断補助（1件あたり5万円上限）2件、耐震改修補助（1件あたり30万円上限）1件

・啓発イベント：地域交流サロン(2回)、地域防災訓練、防災セミナー、応急危険度判定士認定講習

２．施策の評価

　木造住宅無料耐震簡易診断の実施や防災関連のイベント等でのPRにより、住宅所有者の意識啓発に

努め、耐震改修補助等の費用的支援を行うことで住宅の耐震化促進を図っており、支援制度の累積利

用件数は道内他都市と比較し高いものとなっています。なお、既存住宅の耐震化率に大きく寄与するま

でには至っていませんが、全体として施策はある程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

　所有者への情報発信による地震防災対策の理解を深めるとともに、関係団体と連携し多様な相談体制

の充実、安心して耐震化を進められる支援などの環境整備を行うことを施策の方向とします。

４．第六期帯広市総合計画等に定めている住生活に関わる成果指標

成果指標 単位

基準値(H19）

各年度実績値（上段）・目標値(下段)

目標値（H31）

H25 H26 H27 H28 H29

住宅の耐震化率

％

83.0 87.0 87.5 88.2 88.7 89.2

５．成果指標の実績値に対する考え方

　新築や老朽建物の解体等により前年より0.5ポイント増加したものの、既存住宅の耐震化があまり進ん

でいないため、目標値を下回る結果になったものと考えます。

90.0 88.0 89.0 90.0 90.0 90.0
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅱ

住宅ストックを活用した住環境づくり

主な関係課

安心安全推進課・環境都市

推進課・都市計画課・建築

指導課・消防推進室

展開方向 ２－１安心で安全な住宅の形成

主な施策 (２)　空き家対策

■施策の展開方向

　東日本大震災や阪神淡路大震災など大きな地震が発生する我が国においては、住宅の耐震性

を向上させ、安全で安心な住宅ストックの形成をはかることが必要です。

  また、市街地などでは、空き家となっている住宅が増加しており、住宅ストックとしての活用や老

朽している空き家対策に取り組む必要があります。

■推進する施策

　空き家対策については、地域の防犯や防火、景観、建物の安全上などから、全国的な課題となっ

ています。今後、健全な空き家については、住宅ストックとしての活用をはかるよう住情報の提供

など行うとともに、老朽化した空き家については、所有権や財産権などに関わることから慎重な対

応が求められますが、関係各課が連携しながら所有者などへの危険防止の要請等を行うなど空き

家対策に取り組みます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　空家等の発生を抑制するとともに、危険な空家の解消を促進し、良好な生活環境の保全をはか

るため、「帯広市空家等対策計画」に基づき、関係機関等と連携しながら総合的かつ計画的な空家

対策を進めます。

・「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づく現地調査の実施（空家件数1,091戸）

・空家等に対する相談件数　60件

・帯広市特定空家解体補助金の実施（交付件数5件）

・帯広市空家改修補助金の実施（交付件数1件）

・特定空家等の認定（認定件数8件）

・情報発信の充実や相談体制の整備（空家の所有者等へのDM送付、ワンストップ相談窓口の実

施等）

２．施策の評価

　帯広市空家等対策計画に基づいて、空家等対策の補助制度の実施や、特定空家等の認定、助

言・指導、空家等対策の情報発信や相談体制の整備等を実施しており、施策は順調に進んでいる

と考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅱ

住宅ストックを活用した住環境づくり

主な関係課 建築指導課

展開方向 ２－２良質な持ち家取得への支援

主な施策 (１)　北国にふさわしい住宅の建設促進

■施策の展開方向

　北方型住宅は、北国の気候風土に適した性能・設備を備え、まちなみとの調和にも配慮した、快

適な居住空間や北国の住文化を創造する質の高い住宅です。特に北方型住宅ＥＣＯは、平成２０

年に国の「超長期住宅(２００年住宅)　先導的モデル事業」に採択され、従来の北方型住宅よりも

断熱・気密性能が高い住宅です。

  また、省エネルギー住宅は、生活消費エネルギーを消滅し、温室効果ガスの防止にも貢献するも

ので、国は２０２０年までにすべての新築住宅・建築物に対して、省エネ基準への適合の義務化を

目指しており、本市としても、北方型住宅や省エネ住宅の普及促進に取り組みます。

■推進する施策

　北海道が主催する北方型住宅やリフォームに関するフェアなどに参加するほか、北方型住宅や

省エネ基準についてのパネル展や住宅事業者向けのセミナーを開催しＰＲに努めます。

  また、北方型住宅、省エネ基準を満たす住宅や積雪寒冷地にふさわしい住宅の建設を促進しま

す。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　誰もが暮らしやすく、住宅ストックを活用した住環境づくりを目指すため、住まいに関する総合的

な支援を継続して実施します。

　スマイル住宅補助金の実施により、環境負荷の低減や住宅の長寿命化を促進します。

・おびひろ住宅づくり奨励金　　　79件

・おびひろスマイル住宅補助金　40件

・帯広市住宅関連支援事業説明会の実施　（54社　73名参加）

２．施策の評価

　おびひろ住宅づくり奨励金の実施により帯広の定住に一定の成果がありました。（H29をもって廃

止）

　平成29年度より住まいに関する総合的な支援を行なうため住宅施策の見直しを行い、環境負荷

の低減や住宅の長寿命化に効果的な住宅建設の支援としてスマイル住宅補助金を創設しました。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅱ

住宅ストックを活用した住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 ２－３市営住宅の整備・適正管理

主な施策 (１)　長寿命化計画の策定による市営住宅の適正な活用の推進

■施策の展開方向

　市営住宅については、住宅に困窮する低額所得者に対する住宅セーフティネットとしての役割を

担っています。市営住宅を適正に管理し、長期にわたって利用していくためには、計画的に改善事

業等を行っていく必要があります。これまでも、「帯広市市営住宅等長寿命化計画」を基に改善事業

等を行ってきましたが、今後も、長寿命化計画に基づき市営住宅の整備や適正管理を行います。

■推進する施策

　市営住宅の活用については、既存ストックの活用方針を定めた「帯広市市営住宅等長寿命化計

画」に基づき、計画的に実施してきました。

  長寿命化計画は、５年毎の見直しが必要なことから、住生活基本計画の策定に併せて見直しを行

い、市営住宅の建替え・改善、維持管理、用途廃止などを検討し、改善事業や修繕を計画的に実施

します。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

   市営住宅の適正な活用については、「帯広市市営住宅等長寿命化計画」に基づき進めています

が、当計画は策定から5年毎の見直しが必要なことから、見直し時に中長期的な視点にたって、建

替えや、用途廃止などを検討し、改善事業や、修繕を計画的に進めます。

【帯広市市営住宅等長寿命化計画に基づき実施した事業】

・大空団地3街区「空3・4号棟」建替工事1年目 2棟28戸

・北郊団地長寿命化工事(屋上防水) 3棟110戸

・緑央団地長寿命化工事(屋根・外壁改修、バルコニー手摺アルミ化) 1棟16戸

・明和団地長寿命化工事（屋上防水）5棟160戸

２．施策の評価

   平成26年3月に策定した「帯広市市営住宅等長寿命化計画」に基づき市営住宅の建替えや個別

改善事業を計画どおり実施し、施策は順調に進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅱ

住宅ストックを活用した住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 ２－３市営住宅の整備・適正管理

主な施策 (２)　市営住宅における全面的改善、個別改善の実施

■施策の展開方向

　市営住宅については、住宅に困窮する低額所得者に対する住宅セーフティネットとしての役割を

担っています。　市営住宅を適正に管理し、長期にわたって利用していくためには、計画的に改善事

業等を行っていく必要があります。　これまでも、「帯広市市営住宅等長寿命化計画」を基に改善事

業等を行ってきましたが、今後も、長寿命化計画に基づき市営住宅の整備や適正管理を行います。

■推進する施策

  「帯広市市営住宅等長寿命化計画」に基づき、大空団地での全面的改善や柏林台団地南町や

公園東町団地などにおける個別改善を計画的にすすめてきました。

  全面的改善については、既存の建物を改築・改修することから建築上の制約があることや、費用の

面では削減効果があまり表れていないなどの課題があることから、今後、建替え等の手法と比較し

ながら検討していく必要があります。

  また、個別改善については、市営住宅の十分な活用をはかるため、計画的に実施していきます。

  このほか、自動車社会に対応し、来客者や介護サービス等のための一定の駐車スペースを建替え

等の際に確保していきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

H25 H26

【帯広市市営住宅等長寿命化計画に基づき実施した事業】

・大空団地3街区「空3・4号棟」建替工事1年目 2棟28戸

・北郊団地長寿命化工事(屋上防水) 3棟110戸

・緑央団地長寿命化工事(屋根・外壁改修、バルコニー手摺アルミ化) 1棟16戸

・明和団地長寿命化工事（屋上防水）5棟160戸

２．施策の評価

   平成26年3月に策定した「帯広市市営住宅等長寿命化計画」に基づき市営住宅の建替えや個別改

善事業を計画どおり実施し、施策は順調に進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向

7.21 7.18

   市営住宅の個別改善事業は、「帯広市市営住宅等長寿命化計画」に基づき進めています。全面的

改善事業は、現時点で予定はありませんが、建替えの手法と比較しながら実施について検討をして

いきます。

４．第六期帯広市総合計画等に定めている住生活に関わる成果指標

成果指標 単位

基準値(H19）

各年度実績値（上段）・目標値(下段)

目標値（H31）

5.62 2.89

H27 H28 H29

老朽化した市営住宅等の割合

％

10.38 7.20

５．成果指標の実績値に対する考え方

   「老朽化した市営住宅の割合」は前年と同じ4.84％となり、目標値を下回りました。これは、老朽化

した住宅の除却時期を見直したことによる一時的なものであり、今後、「帯広市市営住宅等長寿命化

計画」に基づく整備を着実に実施することで解消できると考えます。

4.84 4.84

1.36 7.97 7.94 5.62
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ 地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 建築指導課

展開方向 ３－１住み替えの促進

主な施策 (１)　住み替えの促進の仕組みづくり

■施策の展開方向

　本市は、明治期の拓殖区画の整備にはじまり、土地区画整理事業等により道路・公園、公共施設

の配置など、快適に居住できる市街地整備をはかってきました。　しかし、市民ニーズの多様化や

世帯状況の変化に伴い、住まい方に対する考え方も変化してきています。このため、市民ニーズに

合った住み替えの促進や、利便性のある市街地内の未利用地の利用促進などに取り組みます。

■推進する施策

　平成２２年度から「住まいの情報窓口」を設け、民間空き家の情報や、国の「既存住宅流通・リ

フォーム推進事業」、一般社団法人移住・住み替え支援機構（ＪＴＩ）が行う「マイホーム借上制度」な

どの情報提供を行っています。

  今後も、住宅関係団体等と協力しながら、住まいに関する情報提供や専門相談機関の紹介など、

市内居住に向けた支援を行います。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　住宅関連イベントのほか、弁護士や建築士、税理士等の10士業が合同で開催する「くらしのよろ

ず相談会」において、住まいの総合相談窓口を設置するなど、その他の民間イベントとの連携を

図っていきます。

・不動産関連団体が開催する住宅関連イベントにおいて、住まいの総合相談窓口を設置し住まいに

関する情報提供や相談対応を行いました。

２．施策の評価

　住宅関連イベントで住まいの総合相談窓口を設置し、住まいに関する情報提供や相談対応を行っ

ており、施策はある程度進んでいると考えております。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ 地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 ３－１住み替えの促進

主な施策 (２)　市営住宅の住み替えの促進

■施策の展開方向

　本市は、明治期の拓殖区画の整備にはじまり、土地区画整理事業等により道路・公園、公共施設

の配置など、快適に居住できる市街地整備をはかってきました。　しかし、市民ニーズの多様化や

世帯状況の変化に伴い、住まい方に対する考え方も変化してきています。　このため、市民ニーズ

に合った住み替えの促進や、利便性のある市街地内の未利用地の利用促進などに取り組みます。

■推進する施策

　平成２０年４月に帯広市公営住宅入居者の住替えに関する要綱を制定し、加齢や傷病による身

体的要因や、世帯人員数と住宅面積のミスマッチなどでも既存入居者が住み替えができる規定を

設け、世帯状況に見合った住居を確保できるよう取り組んできました。

  今後も引き続き、既存入居者が年齢や傷病、世帯人員数など世帯状況にあった住み替えが行え

るよう取り組みます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　建替事業により、入居者と住宅のミスマッチを解消するとともに、既存住宅については、今後もチ

ラシ等による制度の周知を行い、世帯状況に見合った住替えが行えるよう取り組んでいきます。

・身体的要因により階下への住宅に住み替え    0件

・特定目的住宅(車椅子住宅、母子住宅、多家族住宅)の入居資格喪失による一般住宅への 住み

替え    3件

２．施策の評価

　加齢や傷病による身体的要因や世帯人員数と住宅面積のミスマッチなどの世帯に対しては、世

帯状況に見合った居住の確保に努めています。入居者への周知も含め、全体を通して施策はある

程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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　開発行為における助成工事制度を建設業協会、宅建協会、コンサルタントへのPRに努め、低・未

利用地の利用促進につなげて行くとともに、今後も大規模の低・未利用地所有者に対し定期的な聞

き取り調査や、助成制度、開発行為の仕組み等のPRを行なうことで宅地整備の促進の働きかけに

努めていきます。

低・未利用地利用促進事業　　0　ｈａ

２．施策の評価

　平成29年度において道路整備助成工事制度の利用実績は無かったが、一方、助成制度を活用

しない未利用地の開発行為は商業系を含め進んでおり、これらの開発行為に対して適切な審査・

指導を行うことで、秩序ある市街地の形成、良質な宅地の供給を促進しています。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

(３)　未利用地の利用促進

■施策の展開方向

　本市は、明治期の拓殖区画の整備にはじまり、土地区画整理事業等により道路・公園、公共施設

の配置など、快適に居住できる市街地整備をはかってきました。　しかし、市民ニーズの多様化や

世帯状況の変化に伴い、住まい方に対する考え方も変化してきています。　このため、市民ニーズ

に合った住み替えの促進や、利便性のある市街地内の未利用地の利用促進などに取り組みます。

■推進する施策

　市街地内には、周辺が道路・公園・上下水道などの生活に必要な都市施設が整っている土地で

ありながら宅地として利用されていない未利用地が点在しています。　このような未利用地の有効

活用を促進するため、宅地造成に対する支援を行い、良好な宅地の形成をすすめます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 都市計画課

展開方向 ３－１住み替えの促進

主な施策
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ 地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向 ３－２まちなか居住の促進

主な施策 (１)　まちなかの借上市営住宅の維持管理

■施策の展開方向

　まちなか居住は、中心市街地に整備された高水準の都市機能の有効活用のほか、行政コストの

効率化や環境負荷の低減による持続可能な都市づくりにもつながることから積極的に促進しま

す。

■推進する施策

　平成１１年に中心市街地住宅借上制度要綱を策定し、空洞化が進む中心市街地の定住をはか

り、中心市街地の活性化を推進するため、借上市営住宅の整備を行ってきました。　今後は、まち

なかに整備した借上市営住宅の適正な維持管理を行っていきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

   借上市営住宅の借上契約期間は、20年間であるが、平成13年12月から借上住宅として契約した

最初の63戸が、平成33年11月に期間満了となるため、その後の対応について検討を進めながら適

正な維持管理に努めていきます。

・まちなか借上市営住宅    177戸の維持管理

２．施策の評価

   まちなか借上市営住宅の177戸は、適正な維持管理に努めており、施策は順調に進んでいると

考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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　西3・9周辺地区第一種市街地再開発事業を着実に進めるため、関係機関と協議しながら必要な

助言及び支援を引き続き行います。

　また、事業が中断している西2・9西地区優良建築物等整備事業の再開に向けた助言等を引き続

き行います。

・事業実施中　１件

２．施策の評価

　事業完了した開広団地再整備事業は、商業施設が開業し賃貸住宅が満室になるなど、にぎわい

の創出や居住人口の増加に寄与しています。また、西3・9周辺地区第一種市街地再開発事業は、

20年以上空きビル状態であった大型商業施設とその周辺街区に、事務所、店舗棟のほか、約150

戸の分譲マンション棟を建設することで都市再開発法に基づく市街地再開発事業として平成29年

度より事業が進められています。一方、西2・9西地区優良建築物等整備事業については、事業者

において事業内容の見直しを進めています。以上の状況を総合的に勘案し、施策は目標に向かっ

てある程度進んでいると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

(２)　市街地再開発事業及び優良建築物等整備事業の推進

■施策の展開方向

　まちなか居住は、中心市街地に整備された高水準の都市機能の有効活用のほか、行政コストの

効率化や環境負荷の低減による持続可能な都市づくりにもつながることから積極的に促進しま

す。

■推進する施策

　民間事業者による市街地再開発事業及び優良建築物等整備事業等の実施は、建物のリニュー

アルやオープンスペースの創出など、中心市街地の整備による活性化につながるものです。

  平成２５年３月に認定された第２期帯広市中心市街地活性化基本計画では、開広団地再整備事

業及び優良建築物等整備事業を位置づけており、これらの事業に対する支援を行います。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ 地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 商業まちづくり課

展開方向 ３－２まちなか居住の促進

主な施策
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注   基準値については、第六期帯広市総合計画の成果指標の基準値としている。

５．成果指標の実績値に対する考え方

「街なか居住人口」は、開広団地再整備事業により一定の事業効果が出ていますが、基準値及び

目標値を下回る状況です。まちなかの世帯数が増加傾向であることを踏まえると、世帯当たりの居

住者数が自然減等により減少していることや、近年、新たなマンション等集合住宅の供給が中心市

街地に少ないことが実績値に影響を与えていると考えています。

H28 H29 H30

3,100 2,755 2,779 2,767 2,765 2,694

街なか居住人口

人

2,851 H26 H27

相談窓口の広報などを行い、利用の促進を図ることで、まちなかでの居住を促進します。

４．第２期帯広市中心市街地活性化基本計画に定めている住生活に関わる成果指標

成果指標 単位

基準値(H19）

実績値（各年３月末）

目標値（H30）

・まちなか居住等総合案内の実施（平成29年度の相談件数　75件）

２．施策の評価

 まちなか居住を促進するため、ふじまるビル8階の市民活動交流センターでまちなか居住等総合

案内窓口を設置し、まちなかへの住み替え、開業に関する相談を受けています。相談から開業に

つながった事例もあるなど一定の効果がみられますが、相談件数が頭打ち傾向であるなどの課題

もあります。以上の状況を総合的に勘案し、施策は目標に向かって、ある程度進んでいると考えま

す。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向

(３)　まちなか居住の連携体制づくり

■施策の展開方向

　まちなか居住は、中心市街地に整備された高水準の都市機能の有効活用のほか、行政コストの

効率化や環境負荷の低減による持続可能な都市づくりにもつながることから積極的に促進しま

す。

■推進する施策

　まちなか居住の促進にあたっては、関連する部局が連携するとともに、行政と民間事業者等と協

働して総合的にすすめていく必要があります。　これまで、ＮＰＯ法人が主体となり、市民活動交流

センターに案内・相談窓口を設け、まちなか居住プラットホーム事業などの取り組みをすすめてい

ます。

  今後も、まちなか居住を推進するため、関係機関が連携しながら、まちなかへの居住や住み替え

を促進していきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ 地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 商業まちづくり課

展開方向 ３－２まちなか居住の促進

主な施策
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ 地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 農村振興課・都市計画課

展開方向

３－３農村地域の住宅・住宅地の整備

主な施策 (１)　農村地域における定住促進

■施策の展開方向

　本市の農村部は、自然豊かな環境の中で、大正、川西、愛国市街地のほか、清川、戸蔦、上帯

広、広野地区などにおいて、集落が形成されています。　基幹産業である農業の振興をはかる上

でも農村市街地を活性化することが大切です。

  農村地域におけるコミュニティを維持し、住宅供給へのニーズに対応していくために、遊休地を活

用した定住の促進や借上市営住宅の維持管理等をすすめます。

■推進する施策

　本市は、日本有数の大規模な農業地帯であり、農業の多面的機能を発揮し、農業の基盤となる

優良農地を保全するため、農地の宅地利用には一定の法的な規制が必要です。

  一方で、農村地域の活性化のためには、地域コミュニティの醸成や農村地域に居住する者への

利便性の向上をはかることが重要であり、優良田園住宅制度なども含めた定住促進策をすすめる

ことが必要となっています。

  今後、地域住民・関係機関との連携をはかりながら、市有地も含めた遊休地の有効活用を中心

に、農村地域における定住促進策を検討していきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　優良田園住宅制度等の活用に限定せず、空き家等対策事業とも連動し、既存の農村集落がそ

れぞれ持つ特徴を活かしながら、農村地域における定住促進について検討していくとともに、良好

な地域コミュニティの創出を図っていきます。

関係団体等からの情報収集や定住相談

２．施策の評価

　郊外の大型開発事業が農村地域の宅地ニーズと重複しているなど、民間での農村地域への宅

地供給等の取組は様子見の動きが続いています。引き続き、地域や関係団体からの情報収集や

意見交換に努めていく必要があります。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅲ 地域性を活かした住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向

３－３農村地域の住宅・住宅地の整備

主な施策 (２)　借上市営住宅の維持管理

■施策の展開方向

　本市の農村部は、自然豊かな環境の中で、大正、川西、愛国市街地のほか、清川、戸蔦、上帯

広、広野地区などにおいて、集落が形成されています。　基幹産業である農業の振興をはかる上で

も農村市街地を活性化することが大切です。

  農村地域におけるコミュニティを維持し、住宅供給へのニーズに対応していくために、遊休地を活

用した定住の促進や借上市営住宅の維持管理等をすすめます。

■推進する施策

　農村地域における住宅需要やコミュニティの維持をはかるため、平成２０年度までに借上市営

住宅２４戸を整備しました。　農村地域においては、現在、大正、川西、清川、広野地区に１１９戸の

市営住宅を供給しており、今後とも農村地域における市営住宅の適正な維持管理を行っていきま

す。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

   農村地域における住宅需要やコミュニティの維持を図るため、引き続き市営住宅等の適正な維持

管理を行っていきます。

・農村地域における借上以外の市営住宅等    95戸の維持管理

・農村地域における借上市営住宅    24戸の維持管理

２．施策の評価

　農村地域の市営住宅等及び借上市営住宅の119戸について、適正な維持管理に努めており、施

策は順調に進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅳ環境に配慮した住環境づくり

主な関係課 環境都市推進課

展開方向

４－１帯広らしい住宅・住宅地づくりへの支援

主な施策 (１)　環境への負荷の少ない住宅づくり

■施策の展開方向

　低炭素社会づくりに向け、地球環境に配慮した住宅や住宅地づくりを推進するため、日照時間が

長いという地域特性を活かし、太陽光などの自然エネルギーの活用を引き続きすすめます。

  また、環境共生型の住宅地づくりなど、民間住宅における環境共生の取り組みを促進します。

■推進する施策

　本市では、太陽光発電システム設置やヒートポンプ給湯器設置等に対する助成を行ってきていま

す。今後は、これらの助成に加え、家庭から排出される温室効果ガス（ＣＯ2など）の削減に寄与し、

さらに住宅政策に関連するような新エネルギー、省エネルギー、廃棄物削減等に関連する環境関

連機器、設備、工法等の導入に支援を行っていきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

・太陽光発電システム補助　96件

・エコジョーズ補助　　　　　 188件

・エコキュート補助　　　　　 　40件

・木質ペレットストーブ補助　　5件

・ホームエネルギーマネジメントシステム　13件

２．施策の評価

　 太陽光発電システムについては、補助申請件数が低下してきているため、普及に向け、取り組

んでいく必要があります。

施策はある程度進んでいる。 B

３．今後の取組方向

　市民の新エネルギー・省エネルギー機器に対する関心を高めるとともに、購入意欲を誘発するな

ど、様々な機会を通じて普及拡大に努めています。

４．太陽光発電システム補助実績

年度

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

件数 26 116 140 223 338 267 205 171 141 96

５．上記補助実績値に対する考え方

　平成24年7月に電力の固定価格買取制度が始まったことで、一般家庭における太陽光発電シス

テムの導入が加速し、関心のある層には一定の普及が進んだが、その後は、買取価格が年々低

下していることなどから申請が減ってきているものと考えます。

　また、電気料金の高騰などに伴い、エコキュートの申請件数は減少している一方、エコジョーズの

件数は増加しています。
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅳ 環境に配慮した住環境づくり

主な関係課

都市計画課・環境

都市推進課

展開方向

４－１帯広らしい住宅・住宅地づくりへの支援

主な施策 (２)　環境共生型住宅地整備の推進

■施策の展開方向

　低炭素社会づくりに向け、地球環境に配慮した住宅や住宅地づくりを推進するため、日照時間が

長いという地域特性を活かし、太陽光などの自然エネルギーの活用を引き続きすすめます。

  また、環境共生型の住宅地づくりなど、民間住宅における環境共生の取り組みを促進します。

■推進する施策

　本市は、環境共生モデル都市として、環境に配慮したまちづくりに取り組んできています。　稲田

川西地区では、環境共生型住宅地整備として、公共施設における太陽光発電システムの導入をは

じめ、地区計画による機関庫川沿いの宅地での建築物壁面の位置の制限や一宅地当りの広い面

積の確保、機関庫川沿いの宅地の緑化の促進などを行ってきました。

  今後、民間事業者と連携し、第六中学校跡地において、新たな環境配慮型住宅地を整備し、ゼロ

エネルギー住宅や北方型住宅などによるまちづくりを行い、家庭から出る二酸化炭素の削減を促

進します。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　環境配慮型住宅の普及に向けてHPやイベントなど、様々な形で市民へ周知するとともに、毎年全

国の環境モデル都市などが集まるフォーラム等の場を通して広く発信していきます。

帯広第六中学校グラウンド跡地において、民間事業者により環境配慮型住宅を整備しています。

２．施策の評価

　新たな環境配慮型住宅地を整備し、ゼロエネルギー住宅や北方型住宅などによるまちづくりを行

い、市民への普及啓発、家庭から出るCO2の削減につながっていると考えます。

施策はある程度進んでいる B

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅳ 環境に配慮した住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向

４－２環境共生型の公共賃貸住宅づくり

主な施策 (１)　北海道環境共生型公共賃地住宅整備指針等に基づく市営住宅の整備

■施策の展開方向

　地球規模で問題となっている温暖化に対応するため、国や自治体、民間レベルで地球温暖化の

原因となるＣＯ2の削減に取り組んでいます。　本市においても、環境モデル都市行動計画に基づ

き、各種施策を展開しています。　市営住宅においても環境共生型の住宅づくりを引き続き推進し

ていきます。

■推進する施策

　北海道は、平成１２年度に北海道環境共生型公共賃貸住宅整備指針を策定し、その普及をは

かっています。　本市の市営住宅の整備にあたっても、指針に沿った環境共生型の住宅づくりを

行なっており、今後も引き続き、環境共生型の団地づくりをすすめます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　北海道環境共生型公共賃貸住宅整備指針は、平成27年6月に廃止されましたが、今後も本市の

環境モデル都市行動計画に基づき、指針の趣旨を継続しながら市営住宅の建替え等において環

境共生型の住宅づくりを進めます。

・大空団地3街区「空3・4号棟」建替工事1年目

２．施策の評価

   市営住宅建替事業において、北海道環境共生型公共賃貸住宅整備指針の趣旨に沿った環境

共生型の住宅づくりを進め、省エネルギーに取り組んでおり、施策は順調に進んでいると考えま

す。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅳ 環境に配慮した住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向

４－２環境共生型の公共賃貸住宅づくり

主な施策 (２)　帯広型環境共生住宅の建設促進

■施策の展開方向

　地球規模で問題となっている温暖化に対応するため、国や自治体、民間レベルで地球温暖化の

原因となるＣＯ2の削減に取り組んでいます。　本市においても、環境モデル都市行動計画に基づ

き、各種施策を展開しています。　市営住宅においても環境共生型の住宅づくりを引き続き推進して

いきます。

■推進する施策

　平成１２年に策定した帯広市環境共生住宅市街地整備基本計画では、大空団地の公営住宅の建

替え時に、緑化や雨水地下浸透、リサイクル、省エネ省資源などをすすめることとしており、大空団

地１街区　（道営住宅）、２街区　（市営住宅）で実施しています。

  今後、他の団地の市営住宅の整備にあたっても、環境共生型の整備を検討していきます。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　本市の環境モデル都市行動計画に基づき、大空団地以外の市営住宅の建替え等においても、環

境共生型の住宅づくりを進めます。

・大空団地3街区「空3・4号棟」建替工事1年目

２．施策の評価

　大空団地の市営住宅建替事業において、帯広市環境共生住宅市街地整備基本計画に基づき環

境共生型の住宅づくりを進め、緑化やリサイクル、省エネルギー等に取り組んでおり、施策は順調に

進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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平成30年度　施策評価表

施

策

体

系

目標 Ⅳ 環境に配慮した住環境づくり

主な関係課 住宅課

展開方向

４－２環境共生型の公共賃貸住宅づくり

主な施策 (３)　公共賃貸住宅への省エネルギー等の導入

■施策の展開方向

　地球規模で問題となっている温暖化に対応するため、国や自治体、民間レベルで地球温暖化の

原因となるＣＯ2の削減に取り組んでいます。　本市においても、環境モデル都市行動計画に基づ

き、各種施策を展開しています。　市営住宅においても環境共生型の住宅づくりを引き続き推進し

ていきます。

■推進する施策

　本市では、家庭での温室効果ガスの排出状況を踏まえ、市営住宅においても、建替え時等に

おいて、既存住宅の灯油・ガス・電気施設の整備状況や費用対効果などを検証し、環境にやさしい

エネルギーの導入を検討します。

１．推進する施策の主な実施状況(H29年度)

　今後予定している市営住宅の建替え等において、その時代にあった省エネルギー等の導入につ

いて検証し、環境共生型の住宅づくりを進めます。

・大空団地3街区「空3・4号棟」建替工事1年目

２．施策の評価

   大空団地の市営住宅建替事業において、住宅の設備状況や費用対効果を検証し、これまでどお

り環境にやさしいエネルギーの導入を取り入れ、施策は順調に進んでいると考えます。

施策は順調に進んでいる A

３．今後の取組方向
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